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自己紹介

福島県出身、53歳。法政大学法学部政治学科卒。専攻は比較行政学。
スポーツ新聞社を経て総合広告代理店に移籍。主に新規事業担当として映画、TV、アニメ、ゲーム、音楽、
イベントなどのコンテンツ企画制作に携わる。
2015年に株式会社Seabirdを企業。地域振興やイベントの世界にICTを持ち込み、スマホアプリを使った自
転車イベントを手掛ける。
2018年より日本スポーツコミッションの自転車活用研究参与を務める
2020年より国交省自転車活用推進本部の外部委員会である「自転車活用官民連携協議会」幹事メンバー
2022年、サイクルツーリズムやアウトドアツーリズムの発展に寄与するため一般社団法人自転車キャンプ
ツーリズム協会を設立。代表理事に就任。
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自転車活用推進官民連携協議会
幹事メンバー 野地教弥



受賞歴など

2017年 世界発信コンペティション・東京都革新的サービス部門大賞
2017年 スポーツ振興賞スポーツ健康産業団体連合会会長賞
2018年 ジャパンツーリズムアワード国内訪日領域ビジネス部門入賞

◆一般財団法人日本スポーツコミッション 自転車活用分科会研究参与
◆国交省・自転車活用推進官民連携協議会幹事会メンバー
◆NPO法人自転車活用推進研究会会員
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 現在、地域振興を目的としたスポーツツーリズムが大流行中！
 中でもサイクルツーリズムは最も規模と勢いがあるジャンル
 執筆時点から現状は大幅に変化している
→2017年の自転車活用推進法の施行
→自転車活用推進計画は全都道府県で策定されている
→「自転車を活用したまちづくりを推進する全国市町村長の
会」が平成30年に発足、現在は409/1741自治体が参加
→ナショナルサイクルルートの策定（現在6コース）

 しまなみ海道エリア、琵琶湖沿岸エリア、霞ヶ浦つくばエリア
など成功地域も多いが、多くは今後に悩みを抱えている

地域振興とスポーツツーリズム
〜サイクルツーリズムの現在〜

スピーチテーマ

地域振興視点での成功とは？



地方振興とはなにか？

ゴールの明確化の重要性
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 「地方創生」とは最近できた造語

 定義は「まち・ひと・しごと創生法」第1条にある
第１条
この法律は、我が国における急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東
京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社
会を維持していくためには、国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる
地域社会の形成、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保及び地域における魅力ある多様な就業の機会の創出
を一体的に推進することが重要となっていることに鑑み、まち・ひと・しごと創生について、基本理念、国等の責
務、政府が講ずべきまち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための計画の作成等につ
いて定めるとともに、まち・ひと・しごと創生本部を設置することにより、まち・ひと・しごと創生に関する施策
を総合的かつ計画的に実施することを目的とする。

 要約すると「人口減少を克服」し「地域経済を新たに
活性化」すること
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では「地域の活性化」

「地域振興」とはなにか？

2024/8/26 ©2022 BACA 7



暮し続ける理由作り
地域が地域としてあり続けられる条件は「人口の維持」

では人口の維持に必要なのは？

1. 住民サービスを維持するための税収の維持・増進
2. 生計を維持するための個人収入or雇用の維持・増進
3. 地域への誇りの醸成と地域ミニュニティの一体感
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具体的に言えば地方創生＝地域振興とは

地域のP/Lの黒字化
B/Sの強化拡大

※ただし金銭化できない社会的効果も資産計上に含まれる
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なぜサイクルツーリズムなのか

 ターゲットを狭めた方がライバルが少ない

 ターゲットは金持ちの方がいいに決まってる

観光振興→ライバル多い
サイクルツーリズム→ライバルが比較的少ない

可処分所得が多いクラスターはなにか？
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平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平均売価

マウンテンバイク 18台 9.4台 6.6台 5.3台 5.0万円

スポーツバイク 4.4台 6.9台 24.2台 48.8台

クロスバイク 25.5台 6.5万円

ロードバイク 17.8台 18.0万円

年間販売台数 268.9台 214.3台 215.3台 264.2台

スポーツバイクシェア 1.64% 3.22% 11.24% 18.47%
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＜１店舗あたりの自転車販売台数推移（年間）＞

（一財）日本自転車産業振興協会調べ

 スポーツ自転車の販売台数は直近15年で1200％増
 MTBは減少傾向だが、ロード系はウナギ登りに増加
 自転車店舗数は減少傾向だが店舗規模は大型化の一途
 現在の店舗数は少なく見積もっても約15,000店舗以上
 スポーツ自転車の年間売上高は推定730億円

（年間店舗売上約486万円×15,000店舗で推定）
 実サイクリスト人口（MTB＋スポーツバイク）は推定400万人

（年間54.1台×5年で買替×15,000店）
 車体・用具のみでの潜在マーケット規模＝約2170億円/年

（400万人×年間個人自転車予算3.6万円＋730億円）

年間2000億円は国内映画産業と同規模！

サイクリングの市場規模
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サイクルツーリズムの市場規模

出典：サイクリング国勢調査2021（スポーツ庁、ツール・ド・ニッポン）



サイクルツーリングの1回あたりの予算
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出典：サイクリング国勢調査2021（スポーツ庁、ツール・ド・ニッポン）



消費の重視点
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出典：サイクリング国勢調査2021（スポーツ庁、ツール・ド・ニッポン）



間接的効果
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出典：サイクリング国勢調査2021（スポーツ庁、ツール・ド・ニッポン）



タイプ別
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出典：サイクリング国勢調査2021（スポーツ庁、ツール・ド・ニッポン）



サイクルツーリズム

先進事例紹介
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■しまなみ海道エリアを疾走するサイクリストは
（マイバイク・レンタ含めて）推計値で年間332,683名！
１日平均９１１人が走ってる！（18年度実績）

■レンタサイクル利用数は149,365人！ （19年度）
尾道側（弊社扱い）85,201人、今治側64,164人
マイバイク層は20万人程度か。

■外国人利用は23,547人、15.8％が海外のお客様！
尾道側（弊社扱い）16,583人19.5%
今治側6,964人10.9%（19年度）

大島・亀老山からの夕景

〜しまなみ海道〜

多々羅大橋
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レンタサイクル利用台数の推移

R2年度/74,928台 R1年度/149,365台 H30年度/132,075台 H29年度/149,740台
コロナで半減 西日本豪雨で10％減 H17年度比で５倍！
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しまなみ海道サイクリング観光の直近5年間の成果

 この小さな地域に5年間で10軒以上のホテルや旅館、グランピン
グ施設が新設され、宿泊キャパが約1000人増加した。

 サイクリストや観光客の増加が呼び水となり、あるエリアには
20億円以上？の投資が行われた。

 それらに伴い、エリア内の観光関係雇用が増加した。

観光促進目線では、サイクリング振興はあくまで「手段・作戦」。
目的は「経済の好循環」「投資の増加」「雇用の安定と増加」！

宿泊施設が増加し大きな投資と雇用が生まれた
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新たな課題の顕在化

〜しまなみ海道の場合〜
 平日の消費が少ない
 今治側の利用者数が少ない
 途中の島々に経済効果が少ない

〜一般的なエリアの場合〜
 せっかく道路などの走行環境を整備したのに通過されてし
まう

 目的地になっていない
 レンタル自転車を用意したのに使ってくれない
 そもそも来訪者数が少ない
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解決に向けての考え方

1. 住民サービスを維持するための税収の維持・増進
2. 生計を維持するための個人収入or雇用の維持・増進
3. 地域への誇りの醸成と地域ミニュニティの一体感

〜GOAL〜

〜ANSER〜

１、２⇒ターゲットをサイクリストに定めた「新規事
業創出」と捉えること

３ ⇒地域住民とサイクリストとのミートポイント
を重視すること



必要なのは出口からの逆算＝出口戦略

 地域特性にあった消費ポイントの把握・高付加価値化・
創出

 ターゲットセグメント（SWOT分析）
 ターゲットに合わせたPR戦略
 サイクリングの目的地化と出発地化
 住民の意識改革とサイクリングへの理解促進
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新規事業創出の要件



自分の街に誇りを持てれば人口は減らない
 エリア外からの訪問者とコミニュケーションを取ることで自分の住
んでいる地域の良さを教えてもらえる

 必要なのは関係人口であり、サイクルツーリズムはそのキッカケに
過ぎない

 サイクリストが望んでいるのはコミュニケーション

2024/8/26 ©2022 BACA 24

ミートポイント重視の概要

走って見てもらうだけでは意味がない！
泊まらせて、体験させて、胃袋と心をガッチリつかみ取る！
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自転車活用推進計画
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自転車活用推進計画の背景

大前提としてサイクルツーリズムは国策です
根拠法：自転車活用推進法（2017年施行）
基本計画：自転車活用推進計画（2018年閣議決定、現在は第２次計画）

①自転車交通の役割拡大による良好な都市環境の形成
②サイクルスポーツの振興等による活力ある健康長寿社会の実現
③サイクルツーリズムの推進による観光立国の実現
④自転車事故のない安全で安心な社会の実現

エコ 健康 MaaS 産業創出
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自転車活用推進計画とは

地域が目指す自転車活用の姿を定義するもの

• 国交省及び県が策定する手引きをベースに作成
• 国の自転車活用推進計画で定義された４大テーマを地域の実情に落
とし込んだもの

• 大まかに分類すると都市部では自転車利用環境の整備が主となり、
地方部ではツーリズムに重点が置かれることが多い

• 地域内、地域外との自転車走行空間の繋がりと整備を示した自転車
ネットワーク計画とセット

• 実行主体を明確化するために積極的に民間組織などとの連携を明記
した方がいい
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自転車活用推進計画策定状況

・都道府県はすべて策定済み
・岐阜県は山県市の他に海津市が計画中で県内市町村で最初のケース
・木曽三川下流域対象自治体では策定自治体は無い
・三重県最南端の紀北町〜紀宝町は５市町による共同策定（関与）
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自転車ネットワーク計画とは

自転車活用推進計画で定めた内容のうち走行
空間整備を定義するもの

• 実質的なメインテーマ
• 整備計画であるため県や国と連携して策定
• 計画策定により道路整備の優先順位が格段に上がる
• 過去の実例では推進計画とネットワーク計画の策定によって、
県や国から予算外枠で合計17億円の道路整備を獲得

• 広域（複数自治体）でのネットワーク計画も可能
→各自治体の負担を軽減しより効果的なネットワーク形成が可
能



自転車活用推進計画

先進事例紹介
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単独での自転車活用推進計画策定例

長野県伊那市

 ほとんどの計画は自治体単位で作られている
 計画策定の要件は国交省による作成の手引きによって明示されているが、
それらを踏まえた上でどのように地域の特性に合わせた施策を盛り込む
かがポイントになる

 一般的に都市圏とその周辺部・地域部では主たる目的が違うことが多い
 前者は交通インフラとしての自転車利活用が焦点であり、都市間交通の
補完がメインのインナー向け施策が主。後者は外部からのサイクリスト
や旅行者の自転車利用環境の整備などアウター向け環境整備が主となる

 単独策定のメリットはより具体的な記載が可能な点。特に大事なキャッ
シュポイントである民間事業者などとの連携を計画に盛り込みやすく、
推進主体が明確化できるメリットがある。推進主体がはっきりしていれ
ば具体的な目的や施策が作成しやすく成果も得やすい
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単独での自転車活用推進計画策定例
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単独での自転車活用推進計画策定例
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広域での自転車活用推進計画策定

・複数自治体による共同策定例は３例
①長野県諏訪エリア（岡谷市・諏訪市・下諏訪町）
②福島県東白川エリア（棚倉町・塙町・矢祭町・鮫川村）
③三重県東紀州エリア（紀北町・尾鷲市・熊野市・御浜町・紀宝町）

・共同策定のメリット
策定費用を分散可能
サイクルツーリズムに必要な広範なエリアを確保した上で
効果的な整備計画の作成が可能に
県・土木事務所、国・国道事務所なども効率的な整備計画が
立てやすい
広いエリアで共通の看板や順路案内など一体感を出すことが可能
ナショナルサイクルルートの要件をクリアしやすい

・共同策定のデメリット
協議会の設立や運営が難しい
意見をまとめにくい
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広域での自転車活用推進計画策定例

福島県東白川エリア（棚倉町・塙町・矢祭町・鮫川村）

 最大の特徴は広大なエリアを計画範囲に入れ込めること。
 東白川郡の大きさが東西32km、南北33kmに対し、町
村単位では10〜15kmほどの広さしかなく効率的ではな
い。

 サイクリストはサイクリング立案時におよそ
60km~100km前後の距離を想定するため、エリアが狭
いと通過されるだけになってしまいがちである。

 また当該地域のサイクルツーリズムの中核をなす久慈川
サイクリングロードも3つの町にまたがっており、自治
体単位では３分割されてしまい運用も整備計画も立てづ
らいが、共同策定によって効率的な活用が可能になる。
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広域での自転車活用推進計画策定例


	サイクリングと�地域振興
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	スライド番号 36

